
 

 

 

「大田区多文化共生推進検討会のまとめ」について 

 

１ これまでの経過 

大田区多文化共生推進協議会は外国人区民、国際交流団体、学識経験者等を構成メンバーと

して、これまで５期 10年にわたり開催され、多文化共生社会の実現に向けた具体的な課題を協

議し、区に対してその解決のための提言を行ってきた。 

社会状況が大きく変化する中、令和３年度は検討会の形式をとり、これまでの提言の検証を

行うとともに、今後開催を予定している第６期協議会のあり方を検討した。 

 

２ 検討会の概要 

（１）開催回数 ２回 

第１回：令和３年 11月８日 

第２回：令和４年１月 28日 

（２）構成メンバー 

第５期多文化共生推進協議会会長、同副会長（２名） 

（一財）国際都市おおた協会事務局長、（公財）大田区産業振興協会事務局長 

大田区観光・国際都市部長、観光課長、産業振興課長 

    

３ 検討内容 

（１）「大田区多文化共生推進協議会」10年間の振り返り 

（２）今後の取組に向けた方向性の整理 

（３）第６期協議会のテーマ案の設定 

詳細は別紙のとおり。 

 

地域産業委員会 

令和４年４月 15日 

スポーツ・文化・国際都市部 資料 27番 

所管 国際都市・多文化共生推進課 



大田区多文化共生推進検討会のまとめ

１ 検討会の概要

(１) 開催目的及び背景

５期10年にわたる「大田区多文化共生推進協議会」の提言内容の検証を行う
とともに、検証結果を次期協議会のテーマ（案）等に反映することを目的に設置

〇外国人区民の増加・多国籍化や、新たな在留資格（特定技能）の創設等に伴い、「多様性に富む
包摂型社会」実現の要請が顕著

〇加えて、デジタル化の進展や自然災害の激甚化等、社会を取り巻く環境の変化を踏まえて、総務省が
「地域における多文化共生推進プラン」を令和２年度に改訂

〇第６期大田区多文化共生推進協議会では、令和６年度に予定される「『国際都市おおた』多文化
共生推進プラン」（以下「プラン」という。）の改訂を見据え、コロナ禍による影響や、国のプラン改訂、
その他都や区を取り巻く状況の変化を踏まえて検討テーマ（案）を選定し、議論を尽くしたうえで提言
を行うことが必要

〇平成29年３月に策定された「国際都市おおた宣言～地域力で世界にはばたく～」を基軸に据えて、多
文化共生のあり方を検討することが不可欠

〇平成29年12月に「一般財団法人国際都市おおた協会」が設立され、「国際都市おおた宣言」を具現
化させるべく、国際交流、多文化共生並びに地域の活性化に寄与する諸活動を推進

背景

(２) 開催状況

開催回 主な内容

第１回
（11/８）

〇令和３年度 数値で見る国際都市おおた
〇第１～５期の多文化共生推進協議会の提言の振り返り

第２回
（１/28）

〇第１回検討会の確認事項に対する回答
〇第６期協議会のテーマ（案）選定
〇第６期協議会の進め方

２ 「大田区多文化共生推進協議会」10年間の振り返り

（１）提言と区、協会の取組状況

〇５期10年間の提言内容とその取組み状況を整理したうえで、提言中、現在未達成で、今後さらなる取組が必要な事項を抽出
〇抽出した事項を、「教育」、「情報提供」、「防災」、「地域活動」並びに「観光・産業」の各分野別に分類し、通底する共通の課題を抽出・整理

（２）さらなる取組が必要な事項

分野 取組事項

教育

・区と外郭団体との連携拡大

・関係部局との連携強化

・不就学を生まない環境づくり

・保護者も含めた「子どもの日本語
教育」支援の充実

情報提供

・キーパーソンの発掘・ネットワーク
づくり

・情報提供手段の多様化、
情報誌の内容・構成並びに配架
場所の検討

防災

・「誰一人取り残さない」ための
防災の仕組みづくり

・地域との連携・担い手となり
うる外国人区民の発見・育成

地域活動

・キーパーソンの発掘、
地域との連携

・外国人区民と日本人区民の
「交流の場」づくり
（多国籍区民会議等）

観光
・

産業

・産業・観光分野に関する
取組の一層の充実

・受入希望団体に対する支援
の充実

分野 主な意見

全体
〇行政はもとより、日本人区民や民間企業・大学等、多様な主体との連携を拡大・促進
〇個人情報の取扱に注意しつつ、上記各主体との情報共有を図る等、効果的にデータを活用

教育
〇関係部局や、外郭団体との連携・情報共有の仕組みを検討・構築
〇「就学状況調査」の分析結果を踏まえて、「不就学を生まない環境づくり」を一層推進

情報提供
〇対象者に直接情報が伝わる「プッシュ型の情報発信」方式の導入・拡大
〇外国人区民の多くが使用するSNSやコンビニの活用等、受信者目線での情報発信を工夫

防災

〇緊急時は通常時と異なり、「確実に伝わる情報発信」が必要なことから、「やさしい日本語」に固
執せず、「多言語による情報発信」についても前向きに検討

〇外国語対応可能な「災害時支援ボランティア」の育成・確保及び自治会・町会をはじめとする地
域との連携、情報伝達方法等について、制度設計・整備を検討

地域活動
〇「″普段着″の国際交流が出来る場」づくりを展開
〇外国人区民が住み続けたいと思う「選ばれる大田区」を目指した参加型の地域社会づくり推進
〇外国人コミュニティの探索・把握（外国人を、客体でなく地域活動の主体と位置づけ）

産業
〇外国人材が置かれた労働環境等の実態を把握
〇外国人も日本人と同様・同等に働き、無理なく生活が送れる環境づくりを推進
〇多様性はイノベーションの鍵

観光
〇「マイクロツーリズム」の観点から、区内在住の方にも足を運んでもらえる観光資源の調査
〇区外の外国人にも興味を持ってもらえる内容を盛り込んだ観光情報の発信
〇外国人ボランティアにも「おもてなしを含めた観光まちづくり」に協力してもらえる体制の構築

３ 検討会での意見と取組の方向性

上記検討会における議論を踏まえて「取組の方向性」を整理し、共通「キーワード」を抽出

〇次期プランの方向性とも連関するよう、情報共有しながら協議会を運営する。

４ 「第６期大田区多文化共生推進協議会」に向けて

〇プランとの関連性に
留意し、観光・産
業・多文化共生の
３分野毎にバランス
良くテーマ設定

〇検討会における諸
意見から「共通する
項目」を抽出し、
プランの基本目標
との関連性に照らし
てテーマ設定

〇本検討会での振り
返りを契機に、現場
の声に重きを置いた
議論となるよう、
関係部局に対して
積極的な参加を
要請

(１) 方向性

※（一財）国際都市おおた協会は以下、「協会」という。

（３）通底する課題

実態の把握

情報の蓄積と共有

連携の強化

持続性の担保

２．「交流の場」の
提供と運営

３．人材育成と確保

共通課題

前提

１．情報の活用

キーワード

把握する
実態の詳細な把握

発信する
効果的情報発信
（受信者目線重視、
プッシュ型の発信）

連携する
多様な主体と連携・
協力

実感する
環境改善を肌感覚
で実感（人づくり、
「場」づくり等）

共有する
地域資源（観光資
源等）を共有・補完

(２) 次期テーマ案と関連項目及び現プランとの連関性

(３) 検討会メンバー

第5期多文化共生推進協議会会長、副会長2名、（一財）国際都市おおた協会事務局長、
（公財）大田区産業振興協会事務局長、大田区観光・国際都市部長、観光課長、産業振興課長
事務局：国際都市・多文化共生課

※ことわりの無い限り外国人区民に対する提言である。

別紙


